
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl
t-
CO2

２　計画期間及び報告対象年度

～

３　計画書（報告書）の公表方法等

その他

大分類 Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）

中分類

台自動車の台数

http://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/kensei/soshiki/soshiki/kencho/kankyoene/in
dex.html

ホームページ

印刷物の閲覧

役職名阿部守一

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

主たる事業
の分類

28,887
その他ガス
排出量合計

15,191

26

原油換算エネル
ギー使用量

計画期間 28 年度 28

長野県知事部局

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

都道府県機関

年度年度 報告対象年度

9811 都道府県機関

1,533

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 県知事

制度に該当する
要件

氏名又は名称

代表者名

主たる事務所
の所在地

長野県長野市大字南長野字幅下６９２－２



様式１号
（総括票）

４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

クリーンピ
ア千曲

（温暖化対
策担当者）

アクアパル
千曲

（温暖化対
策担当者）

その他
現地機関等

・長野県職員率先実行計画（第４次改定版）に掲げる削減目標の達成のため、県独自の環境マネ
ジメントシステム「エコメネジメント長野」を着実に運用し、日常業務活動における省エネル
ギー・省資源の実践による自らの環境負荷の低減、環境関連施策や本来業務における環境配慮の
推進による地域の環境保全・創造に向けた取組等の推進を図る。

・県有施設の改修等の機会を捉えた計画的・効果的な省エネルギー改修、自然エネルギーの導入
を推進する。

知事

温暖化対策責任者
（環境部長）

計画書提出担当者

県庁舎
（温暖化対
策担当者）

豊田終末処
理場

（温暖化対
策担当者）



様式１号
（総括票）

６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標等の状況

62,675 t-CO2 寄与度の合計 単位

25 年度 49,242 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

60,795 t-CO2 目標原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

28 年度 3.00 ％ 目標削減率 3.40 3.4

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

60,246 t-CO2 寄与度の合計 単位

60,174 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

26 年度 3.87 ％ 削減率 3.2

58,990 t-CO2 寄与度の合計 単位

58,778 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

27 年度 5.87 ％ 削減率 6.4

60,788 t-CO2 寄与度の合計 単位

58,858 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

28 年度 3.01 ％ 削減率 4.4

削減率

調整後排出量

夏季の高温によるガス・電力使用量の増加や一部下水処理場で新たな汚泥の焼却
が開始されたことにより、昨年度を上回る削減率は達成できなかった。

下水処理場の一部で排出量が増加したが、電気、燃料使用量の削減により、全体
として、第一年度を上回る削減を達成。

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

削減率

第三年度

削減率

調整後排出量

％

基 準 年 度

目 標 年 度

　毎年、１％の削減とし、３年間で３％の削減目標を設定した。
　温室効果ガス排出抑制のための組織体制のもと、より一層の削減を目指す。

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

排出量等の
増減理由

第二年度
排出量

排出量

下水処理場の一部で排出量が増加したが、電気、燃料使用量の削減により、全体
として、初年度において３年計画の目標を達成した。

％



様式１号
（総括票）

11,775 t-CO2 寄与度の合計 単位

25 年度 11,775 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

11,421 t-CO2 目標原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

28 年度 3.00 ％ 目標削減率 3.00 3

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

11,785 t-CO2 寄与度の合計 単位

11,785 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

26 年度 (0.09) ％ 削減率 0.5

11,651 t-CO2 寄与度の合計 単位

11,651 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

27 年度 1.05 ％ 削減率 2.1

15,191 t-CO2 寄与度の合計 単位

15,191 t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

28 年度 (29.02) ％ 削減率 -36.6

６の２　エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標等の状況

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

一部下水処理場で新たな汚泥の焼却が開始されたことにより増加した。

調整後排出量

排出量

％

排出量等の
増減理由

・その他現地機関における排出活動の減による。（終末処理場における下水処理
量は昨年度とほとんど同処理量[93t]。）

％

削減率

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

％

第二年度

％削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

・その他ガスの排出量が3,000t以上の下水処理場の処理水量が増加したため。

目標削減率

・千曲川流域下水道上流処理区終末処理場で３年間で8.3％の削減。
・その他の下水処理場で３年間で３％の削減。
・その他（畜産等）は現状維持。
以上により県全体で３年間で３％減を目標とする。

第三年度

削減率

排出量

調整後排出量

排出量

調整後排出量



様式１号
（総括票）

25 年度

28 年度

26 年度

27 年度

28 年度

７　重点対策の実施状況

段階 連番

1

2

Ⅲ、Ⅳ －

削減率

実施済

備考第一年度

実施済

第二年度

実施済

％3

21.8

削減率

2450

28.82

実施済

t-CO2

第三年度

排出量

実施予定

実施中

実施済

次世代自動車の
導入

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

実施済

未実施
定期的な導入
を順次行って

いく

実施済

実施中

実施済

未実施

実施済

Ⅰ、Ⅱ

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

自動車使用台数が減少したのに加え、ガソリン、軽油ともに利用量が減少した
（ガソリン△7.7％、軽油△3.8％）。

第 三 年 度

実施済

基準年度

排出量 2230

第三年度

％

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2

％

t-CO2

基準排出量

目標排出量

3133

3039

削減率

排出量等の
増減理由

車種によるが、自動車使用台数としては昨年度に比べて増加したものの、ガソリ
ン、軽油ともに利用量が減少（それぞれ△1.5％、△5.3%)したことによる。

排出量等の
増減理由

自動車台数を削減し、エコドライブの徹底や公用自転車の活用等の職員努力によ
り削減が進んだ。

第 二 年 度
23.23t-CO2 削減率

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標等の状況

目標設定に
関する説明

エコドライブの徹底や公用自転車の活用等の職員努力による削減、また、次世代
自動車、低燃費低公害自動車を導入する等設備更新による削減を通して毎年、
１％の削減とし、３年間で３％の削減目標を設定した。

第 一 年 度
％t-CO2

排出量 2405



様式１号
（総括票）

８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入状況

１０　クレジット等に関する取組状況

低炭素電力の利用 tCO2

Ｊ－クレジット制度によ
り創出されたクレジット

tCO2

電気の利用に伴うもの tCO2 13433 72 212 1930

グリーンエネルギー証書
（熱）

tCO2

県が認証したクレジット tCO2

基準年度 計画期間 第一年度 第二年度 第三年度

グリーンエネルギー証書
（電気）

tCO2

クレジットの種類 単位

2110バイオマス熱 kW 1931 13 1943 2134

2180

太陽熱 m² 325 0 325 325 325

小水力 kW

太陽光 kW

2180 0 2180 2180

2風力 kW 1.5 0 1.5 2

第三年度第二年度第一年度導入計画

214 30 214 211 240

機器の種類

その他　運転管理方法の見直しによる電
気量削減

その他　未利用消化ガスの利用

エネ起

エネ起

エネ起
その他　焼却炉新設（ガス利用）におけ
る重油使用量の削減

9.226～28

基準年度単位

28 188.45

3

4

14

26

26～28

27

28

3

26

26

26

26

26～28

26～28エネ起

22

335

2.8

310200　主要設備等の保全管理

310400　エネルギー使用量の管理

150201　照明器具を高効率型に更新

26～28

26

150103　変圧器容量

29

138.1

37

111

1.126～27

推計削減量
（t-CO2）

4

エネ起 1

計画

対策内容

3

削減見込量
（t-CO2）

実施
予定年

度

130304　駐車場換気運転制御

26

26140203　節水コマ、節水シャワーヘッド

150205　センサー、スイッチの細分化

番号

エネ起

区分
実施年度

実績

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

28 476



様式１号
（総括票）

８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入状況

１０　クレジット等に関する取組状況

低炭素電力の利用 tCO2

電気の利用に伴うもの tCO2 13433

県が認証したクレジット tCO2

Ｊ－クレジット制度によ
り創出されたクレジット

tCO2

グリーンエネルギー証書
（熱）

tCO2

第三年度

グリーンエネルギー証書
（電気）

tCO2

クレジットの種類 単位 基準年度 計画期間 第一年度 第二年度

バイオマス熱 kW 1931 13

太陽熱 m² 325 0

小水力 kW 2180 0

風力 kW 1.5 0

第一年度 第二年度 第三年度

太陽光 kW 214 30

機器の種類 単位 基準年度 導入計画

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起 その他　運転管理の見直し 26～28 10 27 111.4

番号 区分 対策内容

計画 実績
実施

予定年
度

削減見込量
（t-CO2）

実施年度
推計削減量
（t-CO2）



様式１号
（総括票）

１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出状況 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

1 11,166 1 11,520 1 11,552 2 18,672

3 14,338 3 14,304 2 10,553 2 7,646

1,851 37,171 1,851 34,422 1,852 36,885 1,851 34,470

1,855 62,675 1,855 60,246 1,855 58,990 1,855 60,788

１２　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出状況 (t-CO2)

１３　次世代車使用台数及び導入計画
(台)

次世代車導入割合 1.7 1.6 1.6 2.4

合計 11652

電気自動車

37

第三年度自動車種別

11786 15191

第三年度

1849

13342

第二年度

1764

9888

CH4

N2O

HFC

1497

クリーンディーゼ
ル自動車

その他

燃料電池自動車

基準年度

11775

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

1549 1549 1533

2525

自動車総数

25合計

25 25 25 37

第一年度 第二年度

第二年度

第一年度

1792

基準年度

第一年度

1778

9997 9994

ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

合計

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度

PFC

SF6



様式１号
（総括票）

１５　交通対策

１６　環境マネジメントシステム導入状況

番号

1

2

3

１７　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

１８　自由記載欄

基準年度実績

第一年度実績

第二年度実績

導入年

１４　中小企業支援

区分 内容

中小企業への
省 エ ネ 診 断

そ の 他

・「信州省エネパトロール隊」の活動への支援

・長野県中小企業融資制度｢新事業活性化資金(節電・省エネ対策向け)｣の創設

区分 実施内容

ノーマイカー
通 勤

公共交通機関
の 利 用 促 進

来 客 者 の
交 通 対 策

物流の合理化

エコマネジメント長野

名称

マイカー通勤率は57.4％となっているが、以下に掲げることを行い、ノーマイ
カー通勤の職員への普及に努めている。
・ノーマイカーデーを設定（毎月第２，４水曜日）している。
・「県下一斉ノーマイカー通勤ウィーク」に参加し、公共交通機関や自転車の利
用を職員に促している。
・通勤手当の見直しにより近距離通勤の自転車や徒歩への誘導を行っている。

・「公共交通機関利用促進デー」を毎週水曜日に設定するほか、強調月間を９月
に設定し、職員への呼びかけを行っている。

平成24年度

区分

基 準 年 度
以前の取組み

そ の 他

内容 削減量(tCO2)

422

なし

水処理行工程の間欠運転、ブロワーの回転数制御、運転パター
ンの見直し
焼却炉の燃焼に消化ガスを利用
消費電力の少ない監視制御装置の更新

研修会やセミナーといった行事等における県機関等への来庁者に対し、開催案内
等により、公共交通機関等の利用を促している。

国、市町村及び現地機関等を対象とした文書収発の集中化を行っている。

第三年度実績

・長野県職員率先実行計画（H23～H27）の４年目に当たり、地球環境に配慮した
事務事業の推進活動を継続して実施した。
・信州省エネ大作戦（夏・冬）実施し、節電・省エネに努めた。
　夏　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲12% 結果･･･▲21.3%
　冬　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲８% 結果･･･▲12.3%

・地球温暖化防止長野県職員率先実行計画を策定し、県のすべての機関を対象と
した地球環境に配慮した事務事業の推進活動を継続実施している。
・信州省エネ大作戦（夏・冬）実施している。

・長野県職員率先実行計画（H23～H27）の５年目に当たり、地球環境に配慮した
事務事業の推進活動を継続して実施した。
・信州省エネ大作戦（夏・冬）実施し、節電・省エネに努めた。
　夏　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲14% 結果･･･▲20.9%
　冬　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲９% 結果･･･▲15.3%

・長野県職員率先実行計画（H28～H32）の１年目に当たり、地球環境に配慮した
事務事業の推進活動を継続して実施した。
・信州省エネ大作戦（夏・冬）実施し、節電・省エネに努めた。
　夏　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲16% 結果･･･▲24.4%
　冬　目標･･･最大電力需要平成22年度比▲10% 結果･･･▲17.8%


